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はじめに 

 

I. 人口ビジョン策定について 

わが国は戦後の人口増加期を経て、人口減少社会・超高齢化社会に変わっていく大きな

転換点を迎えています。また、国全体で人口が減る中で、首都圏・関西圏を中心とした大

都市圏への人口一極集中により、地方の人口減少、経済活力の減退が大きな問題となって

います。 

 

政府は平成 26 年 11 月に「まち・ひと・しごと創生法」を施行し、12 月には「長期ビジ

ョン」と「総合戦略」を策定するなど、今後の人口減少社会を見据え、人口減少問題の克

服と地方創生に向けた体制の強化を行いました。そして全国の自治体においては、各地の

人口動向の分析と中長期的な将来展望を定める「地方人口ビジョン」と、その中に描く将

来像を実現するための目標や施策を盛り込んだ「地方版総合戦略」を策定することとなっ

ています。1 

 

 このような国の動きを受け、豊後高田市では平成 27 年 2 月に市長を長とする庁内推進組

織「豊後高田市創生本部会議」を立ち上げ、また 4 月には地域の各分野の代表者等で構成

する「豊後高田市総合戦略会議」を設置し、連携を図りながら検討を進めてきました。 

 

本市ではこれまでも国や他の自治体に先駆け、地域における人口減少と高齢化という課

題に対し危機感をもち、様々な施策を講じてきました。その結果、社会増の達成や年間死

亡者数の減少など、少しずつですが、これまでの施策の効果が現れはじめています。 

 

今大きく広がりを見せる地方創生の動きをさらなる追い風とすべく、今回改めて市にお

ける人口の現状と動向を分析し、より実効性の高い施策の展開を行うために、「豊後高田市

人口ビジョン」を策定しました。 

 

II. 対象期間 

豊後高田市人口ビジョンで実施する将来展望については、国及び大分県の長期ビジョン

と同様に 2060 年までを対象期間とします。 

  

                                                   
1 平成 26 年 12 月 27 日「都道府県まち・ひと・しごと創生総合戦略及び市町村まち・ひと・

しごと創生創業戦略の策定について（通知）」（閣副第 979 号） 
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第１章  豊後高田市における人口の現状分析 

I. 豊後高田市の概要 

本市は、大分県の北東部、国東半島の西側に位置し、東経 131°26′、北緯 33°33′、

東西の距離 17.1km、南北の距離 23.2km、総面積は 206.24 ㎢で、北は周防灘に面し、豊か

な自然と温暖で過ごしやすい瀬戸内式気候に属しています。 

地域の東部から南部にかけては、ハジカミ山、尻付山、両子山や日本三叡山に数えられ

る西叡山等の山々が連なり、国東半島のほぼ中央の両子山から、放射状に延びた谷や峰々

の谷間を桂川、真玉川、竹田川が走り、河口付近に市街地が形成されています。 

域内には、瀬戸内海国立公園及び国東半島県立自然公園を擁し、自然景観や農村集落景

観、六郷満山文化ゆかりの史跡等、豊かな自然と歴史文化などの地域資源が豊富です。 

また当地域は、奈良時代末から宇佐神宮の影響を強く受け、平安時代には宇佐神宮の荘

園となり独特の山岳仏教文化「六郷満山文化」が花開きました。鎌倉時代から戦国時代ま

での間は海路交通による関西方面との交流が盛んであったため、国東半島地域の武士団の

瀬戸内海への本拠地となっていました。また明治以降においては関門地域への内海航路の

拠点として西瀬戸地域の交流の結節点の役割を果たしてきました。 

現在の豊後高田市は平成 17 年３月 31 日に旧豊後高田市、真玉町、香々地町の１市２町

が合併して誕生し、あらゆる地域資源の結合により地域力を高めながら、市民と行政との

協働によるまちづくりに取り組んでいます。 

 

  

http://www.city.bungotakada.oita.jp/js/finder/upload/files/freepage/soumu/kanri1/%E8%B1%8A%E5%BE%8C%E9%AB%98%E7%94%B0%E5%B8%82%E3%81%AE%E7%B4%B9%E4%BB%8B3.png
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II. 人口の動向分析 

1. 時系列による人口動向分析 

 総人口2の推移 ①

豊後高田市の人口は、戦後急激に増加し昭和 22（1947）年に約 5.0 万人のピークに達し

ました。しかし、昭和 30（1955）年から昭和 40（1965）年にかけては、急激な減少に転

じ、昭和 45（1970）年には約 3.4 万人となりました。この減少の原因は、高度経済成長期

を迎え、進学や就職により多くの若者が都市部へ流出したためと考えられます。 

人口は、その後も緩やかな減少傾向が続き、平成 27（2015）年 3 月 31 日現在の住民基

本台帳では 23,444 人となっています。（図表 1） 

 

図表 1 総人口の推移（昭和 15（1940）年～平成 27（2015）年） 

  
 

出所：総務省「国勢調査」, 豊後高田市「住民基本台帳」 

 

 

  

                                                   
2 平成 17（2005）年の合併以前の人口は、旧豊後高田市・旧真玉町・旧香々地町を合算し

た数とした。なお、平成 22（2010）年までの人口は各年 10 月 1 日の国勢調査、平成 27

（2015）年の人口は平成 27 年 3 月 31 日の住民基本台帳に基づく。 
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 年齢３区分別人口の推移 ②

総人口が減少を続ける中、人口構成もそれに伴い大きく変化しています。 

年齢を３つの区分にわけて見てみると、まず、昭和 55（1980）年には 6,022 人であった

年少人口（0-14 歳）は平成 22（2010）年までの 30 年間で、約 56%減少し 2,654 人となり

ました。同様に、社会の中で生産（労働）と消費の中心となる生産年齢人口（15～64 歳）

もまた約 33%減少し 12,970 人となっています。 

一方で、昭和 55（1980）年には３つの区分のうち最も少なかった老年人口（65 歳以上）

は緩やかに増加し続け、平成 22（2010）年には 8,279 人となり、総人口に占める老年人口

の割合である高齢化率は 34.6％に達しました。同じ年の高齢化率の全国平均は 23.0％で、

豊後高田市の高齢化は比較的高い水準となっています。（図表 2） 

 

図表 2 年齢（３区分）別人口の推移（昭和 55（1980）年～平成 22（2010）年） 

 
出所：総務省「国勢調査」 
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 男女別・年齢別人口構成の変化 ③

人口ピラミッドを用いて、豊後高田市の男女別・年齢別の人口構成がどのように変化し

たかをみてみると、昭和 55（1980）年には、戦後と二度のベビーブームにより凹凸はある

ものの、労働人口が流出し、高齢者層と若年者層の割合が多い「ひょうたん型」でした。（図

表３・上） 

一方、30 年後の平成 22（2010）年になると、第一次ベビーブームを反映して、60 代半

ばの人口が多くなっている一方、生産年齢人口および年少人口の減少が継続した結果「つ

ぼ型」に変化しています。（図表 3・下） 

 

図表 3 男女別・年齢（5 歳階級）別人口ピラミッド 

（昭和 55（1980）年,平成 22（2010）年） 

 

 
出所：総務省「国勢調査」  
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 小地域（小学校区別）での人口構成3 ④

 平成 22（2010）年の小地域（小学校区域）ごとの人口をみると、高田小学校区と桂陽小

学校区の２つの校区に、総人口のおよそ 44%が集中しています。 

また高齢化率をみると、ほとんどの校区において高齢化率は 30%を超えており、とりわ

け人口規模の小さな校区での割合が高くなっています。（図表 4,5） 

 

図表 4 小学校区別・年齢（3 区分）別人口と高齢化率（平成 22（2010）年） 

 

 

出所：総務省「国勢調査」 

                                                   
3 総務省「平成 22 年国勢調査」の結果より、不詳人口を除いたもの。 
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図表 5 高齢者（65 歳以上）の分布状況 （平成 22（2010）年） 

 

出所：総務省「国勢調査（2分の 1地域メッシュ統計）」、国土地理院「地理院地図（標準地図）」より 

（株）日本経済研究所作成 
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2. 人口動態 

 人口動態の推移 ①

平成 17（2005）年、旧豊後高田市・真玉町・香々地町合併後も豊後高田市では人口の減

少が続いています。人口の動向は、死亡・出生による自然動態、転出・転入による社会動

態に分けられます。 

まず、自然動態は出生数の減少と高齢化による死亡数の増加により減少が続いています

が、その減少数は横ばいで、平成 26（2014）年には改善が見られます。 

また、社会動態については平成 21（2009）年頃までは転出超過による減少が続き、自然

減少と合わせ、総人口の減少幅は拡大する傾向にありました。しかしながら近年、社会増

に転じています。この二つの傾向により、総人口減少幅は縮小傾向にあります。（図表 6） 

 

図表 6 人口動態の推移（平成 17（2005）年度～平成 26（2014）年度） 

 
 

出所：豊後高田市 「住民基本台帳」※集計期間は各年 4 月 1 日～翌年 3 月 31 日 
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 社会動態および人口移動状況 ②

社会動態は、平成 17（2005）年の合併以降、平成 22（2010）年までは、転出者数が転

入者数を上回る「社会減」の状態で推移していましたが、平成 23（2011）年には、転入者

数 756 人に対し、転出者数が 701 人で、転入者数が転出者数を逆転し、55 人の社会増とな

りました。これ以降、転出入者数は均衡しているものの同様の傾向が続いており、平成 26

年も 83 人の社会増となっています。（図表 7） 

他県との人口移動の状況をみると、ほとんどの県から転入超過となっています。（図表 8、

9）さらに近隣市町村との人口移動状況をみると、若干ではありますが、宇佐市・大分市・

中津市への転出超過、別府市・杵築市より転入超過となっており、近年同様の傾向が続い

ています。（図表 10、11） 

 

図表 7 社会動態の推移（平成 17（2005）年度～平成 26（2014）年度） 

 
出所：豊後高田市「住民基本台帳」※集計期間各年４月１日～翌年３月３１日 
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図表 8 豊後高田市から他県への人口移動（平成 26（2014）年） 

 
出所：大分県「大分県の人口推計報告書」 

 

 

 

図表 9 豊後高田市と他県の人口移動状況（平成 18（2006）年～平成 26（2014）年）

 
出所：大分県「大分県の人口推計報告書」  
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図表 10 豊後高田市から近隣市町村への人口移動（平成 26（2014）年） 

 
出所：大分県「大分県の人口推計報告書」 

 

図表 11  豊後高田市と近隣市町村の人口移動状況 

（平成 18（2006）年～平成 26（2014）年） 

 
出所：大分県「大分県の人口推計報告書」 
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 男女別・年齢別（5 歳階級）の人口移動の状況 ③

男性は 20 代後半から 60 代まで一定の転入超過が継続します。また、女性は 20 代後半か

ら 30 代前半に転入超過状態になったのち、40 代前半までは転出超過傾向が継続します。（図

表 12、13） 

男女に共通の傾向として、10 代後半において、進学などによる市外への転出により大き

く減少しています。一方、退職を迎える 60 代になると、転入が増える傾向となっています。 

 

図表 12 平成 17（2005）年→平成 22（2010）年の年齢別（５歳階級）転出入状況（男性） 

 
出所：総務省「国勢調査」 

 

図表 13 平成 17（2005）年→平成 22（2010）年の年齢別（５歳階級）転出入状況（女性） 

 
出所：総務省「国勢調査」  
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 続いて、昭和 55（1980）年から昭和 60（1985）年以降の純移動数を推計し、年齢別・

男女別の長期的な動向を比較してみると、男女ともに 10 代の流出人口は減少しています。

これは少子化により若年人口そのものが減少していることが原因と考えられ、10 代後半の

若者が市外に流出する傾向は基本的に変化していないと考えられます。（図表 14、図表 15） 

 

図表 14 年齢別（５歳階級）純移動数（長期推移, 男性） 

   
出所：経済産業省「地域経済分析システム」 

 

図表 15 年齢別（５歳階級）純移動数（長期推移, 女性） 

 
出所：経済産業省「地域経済分析システム」  
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 自然動態および合計特殊出生率の推移   ④

自然動態では、死亡数が出生数を上回って推移する自然減が続いています。（図表 16） 

 

図表 16 自然動態の推移（平成 17（2005）年度～平成 26（2014）年度） 

 
出所：豊後高田市「住民基本台帳」 

 

出生に関する動向をみると、市の年間出生数は近年 150 人をやや下回る水準となってい

ます。また、1 人の女性が一生に産む子どもの数の想定として算出される合計特殊出生率は、

年による変動はあるものの、1.5 人～1.6 人で推移しています。（図表 17） 

図表 17 出生数と合計特殊出生率の推移（平成 7（1995）年～平成 25（2013）年） 

 

出所：出生数は総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」 

合計特出生率は大分県「大分県の人口推計報告書」 
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しかしながら、この合計特殊出生率については、豊後高田市のような人口規模の小さ

な自治体の場合、毎年の出生数や女性人口の数値のわずかな増減が統計上大きな率の変

動となって現れることがあるため、出生に関する動向については、子ども世代の人口と

母親世代の人口の比で推計する（子ども女性比）方法も併せてみる必要があります。 

そこで、豊後高田市の 0 歳の赤ちゃんの人口とその母親世代である 20 歳～39 歳の女

性人口の割合をみてみると、人口については両者ともやや減少傾向にあることは否めま

せんが、比較的安定した割合で推移していることがわかります。（図 18、図 19） 

 

図表 18 20 歳～39 歳の女性人口の推移（日本人のみ） 

  

                出所：豊後高田市 「住民基本台帳」 

 

図表 19 0 歳人口および 0 歳人口と 20 歳～39 歳の女性人口（日本人のみ）の割合の推移 

   

出所：豊後高田市 「住民基本台帳」 
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3. 雇用や就労等に関する分析 

 通勤と通学の状況 ①

豊後高田市の昼夜間人口比率は約 99%であり、昼夜間の市内における人口はほぼ同じと

なっています。（図表 20） 

図表 20 昼夜間人口比率（平成 22（2010）年, 大分県） 

 
 出所：総務省「国勢調査」 

 

就業者・通勤者数は全体で 11,524 人であり、うち 26%が他市町村区へ通勤・通学してい

ます。（図 21） 

 

図表 21 従業・通学の状況（平成 22（2010）年） 

   出所：総務省「国勢調査」 
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通勤による流出入者数の状況をみてみると、近隣自治体から豊後高田市内への通勤流入

者が流出者数を上回っています。自治体別にみると、宇佐市、中津市、国東市、杵築市の

順で流入者数が多くなっています。（図表 22） 

図表 22 通勤による近隣市町村への流出入者数（平成 22（2010）年） 

 
出所：総務省「国勢調査」 

 

また、通学による流出入者数の状況をみてみると、流出者数が流入者数を大きく上回り、

多くの若者が豊後高田市外の学校へ通学していることがわかります。（図表 23） 

図表 23 通学による近隣市町村への流出入者数（平成 22（2010）年） 

 
出所：総務省「国勢調査」 
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 就業者数の推移 ②

豊後高田市の就業者数は、昭和 55（1980）年には 15,831 人でしたが、緩やかに減少し

続け、30 年後の平成 22（2010）年には 33％減少し、10,617 人となっています。 

産業別に見ると場合、特に農林水産業を中心とする第 1 次産業で減少が著しくなってい

ます。製造業を中心とする第 2 次産業では企業進出等により 1990 年代前半に一旦は増加に

転じましたが、近年は減少しています。一方、卸小売業やサービス業を中心とする第 3 次

産業もやや減少傾向にあるものの、他の二つの分類に比べ安定して推移しています。 

図表 24 産業（3 分類）別就業者数の推移（昭和 55（1980）年～平成 22（2010）年） 

 
                            出所：総務省「国勢調査」 

図表 25 産業大分類別人口（平成 22（2010）年） 

 
出所：総務省「国勢調査」 
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III. 豊後高田市の産業 

1. 市民総生産の推移 

 豊後高田市の市民総生産は平成 13（2001）年度の 712 億円から 700 億円前後で推移して

きましたが、平成 20（2008）年度のリーマンショックに端を発する世界金融危機の影響で

平成 21（2009）年度には 642 億円に落ち込みました。その後は回復基調となり、平成 24

（2012）年度は 684 億円まで回復しています。 

 産業別に見ると、農林水産業からなる第一次産業の生産額は微減傾向にあります。 

 第二次産業は、戦後最長の好景気の影響や製造業の立地が進んだこともあり平成19（2007）

年度に 218 億円とピークになっています。その後、特に製造業は平成 20（2008）年度の世

界金融危機の影響を強く受けたものの、平成 24（2012）年度には 200 億円の総生産の水準

に回復しています。 

 主に商業・サービス業からなる第三次産業については、平成 13（2001）年度の 476 億円

から平成 24（2012）年度の 423 億円まで、約 10％減少しています。一般的に第三次産業

は、人口の増減により総生産が左右される傾向にありますが、豊後高田市では人口の減少

傾向が続いているにも関わらず、生産額は増加に転じている年もあるなど、交流人口の増

加による域外消費の吸引や、市民の地元消費傾向が反映されていると考えられます。 

 

図表 26 豊後高田市の市民総生産（名目）の推移 

 
出所：大分県市町村民経済計算 
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 また、県内市町村の総生産の動向を見ると、大分県全体では平成 13（2001）年度を 100

とした場合、平成 24（2012）年度は 94 という水準であり、総生産は６％減少しています。

一方、豊後高田市は同期間で４％の減少に留まっています。これは県内市町村で中津・由

布・大分の３市に次ぐ４番目の数値となります。 

 豊後高田市は人口が減少する中でも、経済活動は活発な市であると言えます。 

 

図表 27 県内市町村の総生産の動向（平成 13 年を 100 として指数化したもの） 

 

出所：大分県市町村民経済計算 

 

 

 

年度
平成13
（2001）

平成17
（2005）

平成22
（2010）

平成23
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大分県 100 99 95 95 94

中津市 100 105 108 101 129

由布市 100 90 97 101 99

大分市 100 108 105 104 99

豊後高田市 100 95 95 93 96

宇佐市 100 97 91 94 95

佐伯市 100 86 90 96 94

別府市 100 93 91 94 94

日田市 100 94 87 89 89

九 重 町 100 88 89 86 86

杵築市 100 113 89 91 85

玖 珠 町 100 88 89 88 85

豊後大野市 100 88 87 87 85

津久見市 100 90 77 88 84

竹田市 100 88 81 80 82

姫 島 村 100 93 77 74 69

日 出 町 100 74 70 74 69

臼杵市 100 62 62 66 66

国東市 100 92 58 49 63
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2. 産業構造と動向 

平成 24（2012）年度の豊後高田市の総生産 684 億円の産業構成を見ると、もっとも生産

額が高い産業は製造業（160 億円、構成比 23.8％）であり、続いてサービス業（124 億円、

18.4％）、不動産業（90 億円、13.4％）となっています。また、豊後高田市の特色ある産業

の一つと言える農業は 43 億円（6.4％）の生産額です。卸売・小売業は 52 億円（7.7％）

となっています。 

 産業のうち製造業、観光関連産業（サービス業、卸売・小売業の一部）、農林水産業とい

ったものは、地域外にモノ・サービスを移出し、外貨を稼ぐ産業であることから、今後の

豊後高田市経済の活性化にとって特に重要な産業と言えるでしょう。 

 

図表 28 豊後高田市の産業構造 

 

出所：大分県市町村民経済計算 
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 また産業別に平成 13・21・24年度の総生産の変化を示したものが下の図表です。 

 前述のとおり製造業、サービス業、卸売・小売業、農林水産業は地域外から外貨を獲得

する産業であり、特に製造業・サービス業は市の産業構造の中で高いウェイトを占める産

業となっています。 

 これら産業の総生産の推移を見ると、製造業・サービス業はこの 10 年（平成 13～24 年

度）で平成 13（2001）年度の 100 より以降、100 以上の値を示しており、成長した産業と

言えます。一方、卸売・小売業、農水産業は 100 を下回っており、成長にブレーキがかか

った状態にあります。これは人口減少や担い手の減少が背景にあるものと考えられます。 

 今後は、成長産業が他の産業を牽引できるよう、より製造業・サービス業の強みを高め

ていくことと同時に、その他の産業の底上げを図っていくことが重要となるものと考えら

れます。 

 

図表 29 産業別の総生産の動向（平成 13 年を 100 として指数化したもの） 

 
出所：大分県市町村民経済計算 
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第２章  豊後高田市における将来人口 

I. 将来の人口動向 

1. 総人口・年齢区分別の将来人口 

国立社会保障・人口問題研究所の分析によると、これまでの人口動向が継続した場合、

豊後高田市の人口は、2010 年の 2.4 万人から 2040 年は 1.6 万人にまで減少すると推計され

ます。（図表 30） 

なかでも 15 歳～64 歳の生産年齢人口の減少が顕著であり、2010 年から 2040 年では 1.3

万人から 0.8 万人にまで減少します。一方、老年人口は 2020 年までは増加し、その後は減

少に転じることが予想されます。しかし年少人口・生産年齢人口も減少していくため、高

齢化率はゆるやかに上昇し続け、2060年には 44％に達すると推計されています。（図表 31） 

 

図表 30 将来人口の見通し（平成 22（2010）年～平成 72（2060）年） 

 

出所：平成 22 年の実績値については総務省「国勢調査」 

以降、平成 27 年～平成 52 年の推計値については国立社会保障・人口問題研究所「日本の将

来人口推計（平成 25 年 3 月推計）」4 

       平成 57 年以降の推計については社人研の推計方法に準拠し(株)日本経済研究所推計 

 

                                                   
4国立社会保障・人口問題研究所の人口推計の方法については、次ページに紹介している 
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図表 31 年齢（３区分）別人口構成の見通し（平成 22（2010）年～平成 72（2060）年） 

 

出所：平成 22 年の実績値については総務省「国勢調査」 

以降、平成 27 年～平成 52 年の推計値については国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来人口 

推計（平成 25 年 3 月推計）」 

平成 57 年以降の推計については社人研の推計方法に準拠し(株)日本経済研究所推計 
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2. 小学校区別の将来人口 

 国立社会保障・人口問題研究所の推計をもとに、小学校区ごとの将来人口を推計した結

果5は以下の表のとおりです。（図表 32） 

平成 22（2010）年国勢調査時点の実績値と平成 72（2060）年の推計値とを比較してみ

ると、すべての校区で総人口が４割以上減少する見通しです。とりわけ、田染小学校区（68％

減少）、都甲小学校区（戴星学園校区）（66％減少）、臼野小学校区・香々地小学校区（とも

に 65％減少）では減少幅が大きくなっています。 

 

図表 32  小学校区別 年齢（３区分）別人口構成の見通し 

（平成 22（2010）年～平成 72（2060）年） 

 

出所：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来人口推計（平成 25年 3月推計）」から 

㈱日本経済研究所推計 
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II. 人口減少が地域に与える影響の分析・考察 

1. 地域経済に与える影響 

 労働力に与える影響 ①

今後これまでのように人口減少が継続した場合、平成 72（2060）年には就業者数は 4,601

人まで減少していくことが予想されます。（図表 33） 

産業別の就業者数をみても、農業や漁業を中心とする一次産業、製造業を中心とする二

次産業、卸小売りやサービス業を中心とする三次産業のすべての産業で就業者数がほぼ半

減する見込みです。（図表 34） 

年齢別就業者数をみると、20～50 代の働きざかりの人々が大幅に減少すると推計され、

市内における生産と消費といった経済活動の循環に停滞が生じることや、各地域コミュニ

ティにおける担い手不足により、安心・安全な暮らしの維持に困難をきたす可能性も否め

ません。（図表 35） 

就業者数の減少は、当然ながら企業にとって活用できる労働力の減少を意味します。特

に労働集約型の農林水産業（加工含む）、商業・サービス業は市にとって外貨獲得に直接つ

ながる産業であり、人手不足の常態化は大きな問題となります。 

 

図表 33 就業者数の見通し（平成 22（2010）年～平成 72（2060）年） 

 
出所：国勢調査、就業構造基本調査、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推

計人口（平成 25年 3月推計）」から㈱日本経済研究所推計 
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図表 34 産業別就業者数の見通し（平成 22（2010）年～平成 72（2060）年） 

 
出所：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 25 年

3 月推計）」から㈱日本経済研究所推計 

図表 35 就業者の年齢構成（平成 22（2010）年～平成 72（2060）年） 

 
出所：国勢調査、就業構造基本調査、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推

計人口（平成 25 年 3 月推計）」から㈱日本経済研究所推計 
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 消費に与える影響 ②

人口の減少に伴う地域経済への影響として地域内の消費停滞が考えられます。 

豊後高田市の小売販売額の推移をみると平成 6（1994）年に 220.6 億円あった販売額は、

平成 24（2012）年には 164.3 億円に減少しています。今後の人口減少を勘案すると、２５

年後の平成 52（2040）年には販売額は 109.8 億円と平成 6（1994）年のピーク時のおよそ

半分、売場効率も現在より約３割減少することが予想されます。（図表 36） 

また、商業と同様に豊後高田市や近隣自治体を主なマーケットとするサービス業に関し

ても、地域の人口減少がそのまま顧客の減少につながり、売上の低下を招くことになりま

す。 

 

図表 36 年間小売販売額と売場効率（平成 22（2010）年～平成 72（2060）年） 

 

出所：商業統計、経済センサス、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 25 年

3 月推計）」から㈱日本経済研究所推計 
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2. 地域コミュニティに与える影響 

 平成 25年度に本市が実施した日常生活についてのアンケート調査「集落実態ニーズ調査」

の中で、「10 年後の生活を考えたときに、不安なこと」の回答状況を見ると、「非常に不安

である」、「やや不安である」と回答した住民の割合の合計は、「病院等に通うのが大変にな

りそうなこと」が 70.3％と最も高くなっています。次いで、「自身や同居の家族だけでは、

身の回りのことを充分にできなくなりそうなこと」（65.5％）、「食料や日用品を買いに行く

のが大変になりそうなこと」（64.8％）、「救急医療機関が遠く、搬送に時間がかかりそうな

こと」（62.3％）、「台風、地震など災害で被災のおそれがあること」（61.2％）、「田、畑、山

林などの手入れが充分にできなくなりそうなこと」（60.8％）の順となっており、通院や買

い物、被災時の安全確保や、田畑・山林の管理等、人口減少と高齢化が予想される地域で

は安全管理に対する不安が大きくなっていることがわかります。（図表 37） 

 

図表 37 「10 年後に不安なこと」の回答状況 

 

                           出所：豊後高田市「集落実態ニーズ調査」 
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III. 将来展望を検討するための市民意識調査 

人口の減少が続く本市の将来像を検討するにあたり、市民の皆様のご意見や施策への満

足度、ニーズ等を把握し、今後優先的に取り組むべき施策等について検討するため、下記

のとおりアンケート調査を実施しました。 

それぞれの調査の概要や主な調査結果は以下のとおりです。 

 

【実施調査】 

１．進路希望状況調査 

①市内在住の中学 2年生の男女対象 

②市内在住の満 15歳～16歳（高校生世代）の男女対象 

２．定住に関する意識調査（過去 10年間に豊後高田市に転入された方対象） 

３．結婚・出産・子育てに関する意識調査（市内在住の満 18歳～39歳の男女対象） 

 

1. 進路希望状況調査 

（１） 調査の目的 

市内在住の子どもたち（中学生、高校生世代）を対象に、将来についての進路希望や本

市での定住についての希望の状況を調査し、今後の本市における就業・雇用の確保や若者

の定住施策に反映させるため。 

 

（２） 調査の概要 

 調査対象者：①市内中学校在学中の中学２年生男女全 188名 

②市内在住の満 15歳～16歳（平成 27年 4月 1日時点）の男女全 360名 

 実施期間 ：①平成 27年 6月 17日～7月 3日 

      ②平成 27年 6月 18日～7月 13日 

 サンプル数：①183 票 / 188 票（欠席・白票により回収率 97.3％） 

        ②126 票 / 360 票（回収率 35.0％） 

 調査方法 ：①集合・クラス法 

        ②郵送調査法 
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（３） 結果の概要 

 「将来的な豊後高田市への居住意思について」の回答状況 

市内在住の中高生を対象に、今後の市内への居住意思についてうかがうと、中学 2 年生

183 名のうち、65%（119 人）が「大人になっても豊後高田市に住みたい」と答え、高校生

世代 126 名のうち、68%（86 人）が「今後、豊後高田市に住みたいと思う」答えています。

（図表 38,39）。 

 

図表 38  中学生対象「大人になっても豊後高田市に住みたいかどうか」の回答状況  

 

 

図表 39 高校生世代対象「今後、豊後高田市に住みたいかどうか」の回答状況 
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 「今後豊後高田市に住む場合、重要だと考えることについて」の回答状況 

市内在住の高校生世代に対して、将来豊後高田市に住むと仮定した場合、どんなことが

重要となってくるかについてうかがった結果、「市内から通える範囲内で、自分のやりたい

仕事が見つかること（53.2％）」と、「市内から通える範囲内で、給料など条件の良い仕事

が見つかること（53.2％）」の回答が最も多くなっています。（図表 40）。 

 

図表 40 高校生対象「今後豊後高田市に住む場合、重要だと考えること」の回答状況 

 

 

（４） 調査結果からの考察 

本市では、進学等をきっかけとする 10代の若者の転出超過傾向が続いています。 

しかしながら、今回の調査では、回答した中学生のおよそ 65％、高校生世代のおよそ 68％

が、今後も豊後高田市に住みたいと希望していることが明らかになりました。 

さらに、高校生世代については、将来豊後高田市に住むと考えた場合に「市内から通え

る範囲内で、自分のやりたい仕事、給料など条件の良い仕事が見つかること」等、就職や

雇用に関する条件を最も重要視する傾向にありました。 

このことから、若者が豊後高田市に引き続き定住するためや、Ｕターン等、将来的にふ

るさとである豊後高田に戻って来やすくするためには、市内における若者に対する就業支

援の推進や、新たな良質な雇用の場の創出など、仕事をとりまく環境の整備と充実が大変

重要になると考えられます。 
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2. 定住に関する意識調査 

（１） 調査の目的 

市への転入理由や、市の住みやすさや満足度、および定住希望状況を調査し、今後の人

口流入の促進と流出防止のための施策に反映させるため。 

 

（２） 調査の概要 

 対象者  ：過去 10年間に豊後高田市に転入し、現在も市内に在住の 500世帯を 

住民基本台帳より無作為に抽出 

 実施期間 ：平成 27年 6月 18日～7月 13日 

 サンプル数：151票 / 500票（回収率 30.2%） 

 調査方法 ：郵送調査法 

 

（３） 結果の概要 

 「豊後高田市に転入したきっかけについて」の回答状況 

過去 10年間の市内への転入者を対象に、転入のきっかけについてうかがった結果、最も

多かった回答は「田舎暮らしの希望をかなえるため（20.5％）」となっており、次に「祖父

母・両親・兄弟等と同居するため（17.2％）」が続いています。（図表 41）。そのほかには、

仕事の都合や結婚、家の新築、子どもの教育などの回答が比較的多くなっています。 

 

図表 41 転入者対象「豊後高田市に転入したきっかけ」の回答状況 
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 「豊後高田市の住みやすさ・今後の居住意思について」の回答状況 

転入者 151 名のうち、73％が、豊後高田市の住みよさについて「住みよい・まあ住みよ

い」と概ね満足に感じており、79％が「これからも住み続けたい」と定住の意思をもって

いることがわかります。（図表 42,43）。 

 

図表 42 転入者対象「豊後高田市の住みやすさ」の回答状況 

  

 

図表 43 転入者対象「これからも豊後高田市に住み続けたいか」の回答状況 
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 「豊後高田市の魅力について」の回答状況 

 回答結果を見ると、「海や山などの自然が豊か（68.9％）」、「自然災害（地震、洪水等が

少ない）（52.3％）」、「歴史や文化遺産が多い（32.5％）」、「おいしくて新鮮な食べ物が豊富

にある（31.8％）」、「市民性が親切で温かい（25.2%）」等、自然・文化・食材・人柄といっ

た、豊後高田市の豊かで温かな地域資源や、災害の少ない安全な環境に魅力を感じている

ことがわかりました。（図表 44）。 

 

図表 44 転入者対象「豊後高田市について、魅力を感じる点」の回答状況 

 

 

 

 「豊後高田市において不便に感じるところについて」の回答状況 

本市への転入者がこれまで暮らしてきた中で不便に感じている点についておうかがいし

ました。最も回答数が多かったのが「鉄道やバス等、交通の便が悪い（68.2％）」で、「飲

食店が少ない（49.7％）」、「買い物などの日常生活が不便（35.1％）」、「良い仕事先が少な

い（32.5％）」、「医療・福祉体制が整っていない（29.1％）」などの、移動や買い物、医療

等の生活インフラに関わる事項が上位に挙げられています。（図表 45）。 
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その他
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(回答数)
問：現在の豊後高田市について、どのような点に魅力を感じていますか。

MA n=529
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図表 45 転入者対象「豊後高田市において、不便に感じるところ」の回答状況 

 

 

（４） 調査結果に対する考察 

 近年、本市は、(株)宝島社『田舎暮らしの本』の「住みたい田舎ランキング」における複

数年連続上位ランクインや、人口動態の社会増転換など、これまで進めてきた様々な移住・

定住施策が今まさに効果が現れ始めています。 

今回、過去 10 年間の転入者を対象としたアンケート調査では、回答者のうち 73%が「豊

後高田市は住みよい」と豊後高田市での暮らしに満足感をもっており、79％が「今後も豊

後高田市に住みたい」と定住の意思のあることがわかりました。 

このことから、「田舎暮らしの希望を叶えるため」に転入してきた方々を中心に、本市の

豊かな「地域資源」や、災害の少ない「安全な環境」などに魅了されたことにより、「住ん

で良かった・住み続けたい田舎」として、一定の評価を得ていると考えられます。 

今後も引き続き、豊後高田市が「住んで良かった・住み続けたい田舎」としてあり続け

るためには、市民の生活基盤となる雇用環境や、交通・医療・福祉等のインフラ整備の取

り組みを強化していくことが重要です。 

また、本市の大きな魅力である自然・文化・食・人材等の「地域資源」についても、さ

らなる磨きをかけながら、豊かで温かく、かつ安全とされる当市の居住環境を、市内外に

向けて広く発信していくことが、交流人口の増加や移住・定住の促進につながると考えら

れます。 

 

  

3(2.0%)

11(7.3%)

75(49.7%)

10(6.6%)

13(8.6%)

15(9.9%)

8(5.3%)

44(29.1%)

49(32.5%)

5(3.3%)

103(68.2%)

28(18.5%)

23(15.2%)

53(35.1%)

27(17.9%)

31(20.5%)

14(9.3%)

4(2.6%)

0 20 40 60 80 100 120

海や山などの自然環境が悪い

まちの文化や慣習になじみにくい

飲食店が少ない

祭りやイベントがもの足りない（内容・回数）

インターネットなどの情報通信環境に不満がある

生活コストが高い

子育て支援施策がもの足りない

医療・福祉体制が整っていない

良い仕事先が少ない

子どものための教育環境が整っていない

鉄道やバス等、交通の便が悪い
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MA  n=516
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3. 結婚・出産・子育てに関する意識調査 

（１） 調査の目的 

市内在住の若者を対象に、結婚・出産・子育てに関する意識や希望を把握し、今後の施

策に反映させるため。 

 

（２） 調査の概要 

 対象者  ：市内在住の満 18歳～39歳（平成 27年 4月 1日時点）の男女 2,000名を 

住民基本台帳より無作為に抽出 

 実施期間 ：平成 27年 6月 18日～7月 13日 

 サンプル数：492票 / 2,000票（回収率 24.7%） 

 調査方法 ：郵送調査法 

 

（３） 結果の概要 

 「子どもを持ちたいかどうか、理想とする子どもの数について」の回答状況 

満 18歳～39歳の市内在住男女 492名のうち、64％が現在あるいは将来的に「子どもを持

ちたい」と希望していることがわかりました。また、理想とする子どもの数は「２人」が

48％、「３人」が 41％で、平均すると 2.52人6という結果となっています。（図表 46,47）。 

 

図表 46 満 18 歳～39 歳男女対象「今後子どもを持ちたいかどうか」の回答状況

 

                                                   
6 本アンケート調査内の問のうち、「あなたは今後、子どもを持ちたいと思いますか」にお

いて、「子どもを持ちたい（第一子、第二子以降含む）と答え、理想とする子どもの数を明

確に記入した 313 名の理想とする子どもの数についての平均値である。 

64%
14%

18%

4%

子どもを

持ちたい
64%

子どもを持ちたい（第一子、

第二子以降含む）

持とうと思わない

わからない

不明
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図表 47 満 18 歳～39 歳男女対象「理想とする子どもの数」の回答状況 

 

 

 「子育てに関する不安感・負担感の有無について」の回答状況 

回答者 492 名のうち、約半数（49％）が「子育てに関して不安や負担を感じる」と答え

ており、子どもを持ちたいと希望しながらも、同時に不安を多く抱えていることがわかり

ます。（図表 48）。 

 

図表 48 満 18 歳～39 歳男女対象「子育てに関して不安や負担を感じるかどうか」の 

回答状況 
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 「子どもを持ちやすくなると思われる環境について」の回答状況 

子どもを持ちやすくなると思われる環境としては、「教育にお金があまりかからないこと

（70.5％）」や「働きながら子育てができる職場環境であること（62.6%％）」「地域の保育

サービスが整うこと（56.5％）」等、子どもの教育や仕事と子育ての両立がしやすい環境づ

くりについての回答が多く挙げられています（図表 49）。 

 

図表 49 満 18 歳～39 歳男女対象「子どもを持ちやすくなると思われる環境」の回答状況 

 

 

（４） 調査結果に対する考察 

今回、子育て世代を中心とした若者を対象にアンケート調査を行った結果、回答者のう

ち、64％が「子どもを持ちたい」と考えており、彼らが理想とする子どもの平均人数は、

2.52人という結果となりました。 

彼らの「子どもを産み・育てたい」という理想を叶えていくための支援のひとつとして、

若者が抱えている子育てに関する「不安感」や「負担感」の軽減を図っていく必要があり

ます。 

豊後高田市ではこれまでも「教育」「子育て」の分野では他自治体に先駆けて様々な取り

組みを進めてきました。今回の調査を通じて、仕事と子育ての調和や教育環境の充実が若

者の「安心して産み育てられる環境づくり」につながることが改めて明らかになりました。 
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第３章  人口の将来展望 

I. 将来の豊後高田市のために 

1. 今後の基本的視点と方向性 

第 1 章、第 2 章でみてきたように、豊後高田市では人口の減少が続いています。しかし

ながら、本市がこれまで進めてきた移住・定住促進施策や、妊娠・出産から子育て、教育

までの切れ目ない支援の充実、市民の健康づくりなどの様々な取り組みにより、近年では

社会増の達成や死亡者数の減少などの効果が現れはじめています。この流れを追い風に、

今後 4 つの基本目標と基本的方向を基軸とした取り組みを推進し、本市のさらなる発展を

目指します。 

【４つの基本目標と基本的方向】 

Ⅰ「訪れたい」「住みたい」を全力で応援するまちづくり 

豊後高田市ならではの「海」「里」「山」など、豊かな自然環境や観光資源を活

かした滞在型・着地型観光の推進により、都市圏からの人の流れをつくります。 

また、様々なニーズに対応したきめ細やかな移住支援や、魅力的な住環境づく

りなどを進め、社会増に向けた環境を整備します。 

Ⅱ「働きたい」を全力でかなえるまちづくり 

時代の変化に対応した商工業や農林水産業の振興を図ります。 

また女性や若者、そして高齢者など多様な人材が活躍できる新しい雇用の場を

創出するとともに、様々なニーズに対応したきめ細やかな就業支援を進めること

により、社会増、自然増向けた環境を整備します。 

Ⅲ「産み育てたい」を全力で支援するまちづくり 

ライフステージに応じた結婚・妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援により、

子どもを生み育てやすい環境づくりや、市民総ぐるみの健康長寿社会づくりな

ど、自然増に向けた環境を整備します。 

また、豊後高田市の未来を拓く子どもの教育をさらに充実します。 

Ⅳ「人、地域、未来」を全力でつなぐまちづくり 

道路、公共交通、上下水道などのインフラ整備とあわせ、ケーブルネットワー

ク網を活用した地域情報化を強化することで、必要な情報を確実に提供できる体

制を整備し、見守りや防災と一体となった安心・安全な暮らしのための基盤強化

を図ります。 

また、人と人との交流から生まれる賑わいにより、未来にわたり、誰もが住み

なれた地域で主体的に活き活きと暮らすことのできる地域づくりを推進します。 
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2. 将来人口の推計 

 将来人口についての考え方 ①

前項で示した基本的視点と方向性を踏まえ、豊後高田市の取り組みの実績と今後の施策

の発展的な展開を視野に独自の分析を行った結果として、以下のような個別の目標を設定

し、豊後高田市の人口将来推計を行うこととします。 

 ■人口の将来推計の考え方 

 豊後高田市の推計根拠 
国立社会保障人口問題研究所 

（社人研）の推計根拠 

①平均寿命 

（生残率7） 

【平均寿命が県下最高水準に改善】 

 平成 12（2000）から平成 17（2005）

年の大分県生命表のうち、県内でもっ

とも長い平均寿命の生残率を採用す

る 

 平成 17（2005）年から平成 22

（2010）年の国勢調査に基づく

生命表から算定された豊後高田

市の値 

 男性の平均寿命は大分県内で下

位 3 位であり、女性は最下位とな

っている 

②出生率 

【出生率は大分県目標値に改善】 

 平成 27（2015）年については、豊後

高田市の平成 27（2015）年 3 月 31

日現在の 0 歳人口を採用する 

 平成 32（2020）年以降は大分県人口

ビジョンにおける将来人口推計の水

準8を採用する（2030 年に 2.0、2040

年以降 2.3） 

 平成 25（2013）年（過去 5 年平

均）の豊後高田市の出生率である

1.48 を基準に将来の出生率を設

定している 

 ただし、この 1.48 という数値は

過去の推移から極端に低い。現実

的な傾向よりも出生数が少なく

算出される恐れがある。 

③社会移動 

（純移動率9） 

【20～40 代のゆるやかな流入増を想定】 

 豊後高田市の住民基本台帳データか

ら平成 22（2010）年～平成 27（2015）

年の間の転出・転入の水準を把握。純

移動率を試算し、その値を採用 

 20～40 代の世代の流出入の水準が、

政策効果や民間努力等により今後

徐々に改善していくことを想定（改善

率は 5 年で 1.1 ポイントと設定） 

 平成 17（2005）年から平成 22

（2010）年の国勢調査に基づき

転出・転入の水準を試算したもの 

 豊後高田市では平成 22（2010）

年から平成 27（2015）年の間に

社会増加を達成しているが、その

傾向が加味されていないという

問題がある 

                                                   
7 生残率：ある年齢（ｘ歳）の人口が、5 年後の年齢（x+5 歳）になるまで生き残る確率 
8 国の長期ビジョンでは、「2030 年に国民希望出生率の 1.8 に、2040 年に人口置換水準の

2.07」に出生率が改善することを想定している。これに対し大分県人口ビジョンでは、「2030

年に県民希望出生率の 2.0」をめざしている。さらに、2030 年時点での国と県の出生率の

差（およそ 0.2）から 2040 年の出生率を 2.3（2.07＋0.2 程度）としている。 
9 純移動率：ある地域人口に対する他地域間との転入超過数の割合 
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 将来推計人口の推移 ②

前頁の考え方により施策を展開し目標が達成された場合に推計できる将来の豊後高田市

の人口は、平成 72（2060）年で 17,266 人となり10、平成 22（2010）年から 28％減少する

結果となりました。 

これは、国立社会保障人口問題研究所の発表した推計と比較し、大幅に減少幅は緩和さ

れることとなります。 

 

図表 50 将来人口推計結果 

 

推計パターン 
平成 22年 

（2010） 

平成 32年 

（2020） 

平成 42年 

（2030） 

平成 52年 

（2040） 

平成 62年 

（2050） 

平成 72年 

（2060） 

2010→2060 

減少率 

（Ａ）社人研推計 

23,903 21,061 18,264 15,694 13,279 11,167 -53% 

前期比 -11.9% -13.3% -14.1% -15.4% -15.9% － 

（Ｂ）豊後高田市

推計 

23,903 21,904 20,047 18,661 17,653 17,266 -28% 

前期比 -8.4% -8.5% -6.9% -5.4% -2.2% － 

（B）－（A） 0 844 1,783 2,967 4,374 6,099 － 

単位：人  

                                                   
10 推計の段階で、年齢 5 歳階級ごとに四捨五入を行ったため、43 ページに掲載した年齢３

区分（年少人口・生産年齢人口・老年人口）ごとの推計値の合計とは、若干（１名程度）

のずれが生じる場合がある。 
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 将来の年齢 3 区分別人口 ③

出生率の改善と子育て世代の流入効果により年少人口は平成 42（2030）年を境に増加に

転じます。また、生産年齢人口も平成 62（2050）年を境に増加に転じます。一方で老年人

口は平成 32（2020）年以降は減少が始まり、この将来展望に基づき目標が達成された場合

には、豊後高田市の人口構成は「若返り」をすることになります。（図表 51） 

図表 51 年齢区分別の将来人口推計 

 

推計パターン 年 齢 区 分 
平成 22年 

（2010） 

平成 32年 

（2020） 

平成 42年 

（2030） 

平成 52年 

（2040） 

平成 62年 

（2050） 

平成 72年 

（2060） 

社人研推計 

年 少 人 口 
2,654 2,030 1,637 1,408 1,143 892 

(11.1) (9.6) (9.0) (9.0) (8.6) (8.0) 

生産年齢人口 
12,970 10,618 9,100 7,670 6,400 5,334 

(54.3) (50.4) (49.8) (48.9) (48.2) (47.8) 

老 年 人 口 
8,279 8,413 7,527 6,616 5,735 4,941 

(34.6) (39.9) (41.2) (42.2) (43.2) (44.2) 

豊後高田市 

推計 

年 少 人 口 
2,654 2,325 2,283 2,495 2,654 2,693 

(11.1) (10.6) (11.4) (13.4) (15.0) (15.6) 

生産年齢人口 
12,970 10,803 9,550 8,790 8,366 8,815 

(54.3) (49.3) (47.6) (47.1) (47.4) (51.1) 

老 年 人 口 
8,279 8,777 8,214 7,375 6,634 5,757 

(34.6) (40.1) (41.0) (39.5) (37.6) (33.3) 

単位：上段は人、下段は総人口に占める構成比（％） 

2,693

8,815

5,757

892

5,334
4,941

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

2010

年

15 20 25 30 35 40 45 50 55 60

豊後高田市推計年少人口

豊後高田市推計生産年齢人口

豊後高田市推計老年人口

社人研推計年少人口

社人研推計生産年齢人口

社人研推計老年人口

（人）


